
１　施策の位置づけ

２　施策の評価

人

人

社

箇所

件

基

箇所

％

３　主な取組

1

記号

116 5

200 7

296 5

300 7

301 7

299 7

298 7

297 7

担当課 成果

雨量観測システム保守点検業務委託料 産業振興課 維持

地震や土砂災害を想定した防災訓練 総務課 休・廃止

担当課
H30 R1 R2 R3

消防団員数 163 168 165 157

危機管理体制の強化 総合評価

災害発生時において、適切に対応することができる危機管理体制の強化。また、災害発生時に適切
に避難することができるよう、日ごろから災害を想定した訓練や物資の備蓄、管理、避難マニュア
ルの策定、災害時の拠点施設の整備、管理、運営等

Ａ

コスト 評価事務事業名

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－３．村民の命と財産を守る防災・防犯対策を推進します

R4 R5 R6

目標値
指標（ＫＰＩ）

単
位

基準値 達成値

重点化

170

避難時において支援
を必要とする人のう
ち、避難行動要支援
者台帳に登録してい
る人の割合

43.5 － 86.5 83.4 80.0

940

防災対策について村
内応援協定数

0 0 0 2

942
150

（コロナにより

縮小）

―

皆減 Ａ 　

維持 Ａ 　

防火水槽除却工事請負費 総務課 休・廃止 皆減 Ａ 　

印刷製本費 総務課 休・廃止 皆減 Ａ 　

国土強靭化計画策定業務委託料

5

土砂災害防災マップ
作成数

4 5 7 10 10

防災訓練個所数 0 5 0 0 総務課

住民福祉課

95

こどもを守る安心の
家設置数

27 27 27 27 29

防火貯水槽設置数 88 93 91

2

自主防災会訓練参加
者数

942

（様式２） 令和４年度　施策評価シート

93

総務課 休・廃止 皆減 Ａ 　

ヘリコプター離着陸場整備工事請負費 総務課 休・廃止 皆減 Ａ 　

河川工事請負費 建設環境課 維持 維持 Ａ 　

旧役場庁舎除却工事請負費 企画財政課 休・廃止 皆減 Ａ 　



2

記号

117 1

118 5

119 5

120 5

121 1

122 5

123 5

124 1

266 5

264 7

3

記号

4

記号

125 5

４-１　施策の評価・検証　（総務課）

４-２　施策の評価・検証　（住民福祉課）

４-３　施策の評価・検証　（建設環境課）

総務課 維持

消防団員報酬 総務課 拡大

消防団勤続報償金 総務課 維持

福祉共済制度掛金 総務課 維持

　

防犯朝日支部補助金 総務課 維持

地域の防災体制の強化 総合評価

拡大 Ａ 　

Ａ 　

地域の消防施設の定期的な整備、消防団員の確保・育成、自主防災組織の強化や体制の見直し等を
行い、地域の防災体制を強化 Ａ

コスト 評価 重点化事務事業名 担当課 成果

広域応援体制の強化 総合評価

維持 Ａ 　

維持 Ａ 　

無線保守点検委託料 総務課 拡大

定例表彰バッチ 総務課 維持

退職報償掛金 総務課 維持

出動手当等交付金 総務課 拡大

分団運営交付金

　

村内の防災体制では対応することができない、大規模な災害の発生時等において、周辺市町村の防
災組織や、企業、県内外の市町村等と連携した対応 ―

コスト 評価 重点化事務事業名 担当課 成果

　

コスト 評価 重点化

維持 Ａ 　

　

事務事業名 担当課 成果

防犯活動の推進 総合評価

犯罪が発生しない、安心して暮らし続けられる村の実現に向け、村民の防犯意識を高めるととも
に、地域との連携を強化し、防犯活動を推進 Ａ

　

事業構成の適正
土砂災害警戒区域がある地区で行う講習会を通じて、土砂災害への備え等について啓
発する。（年１地区開催）

事業の重点化
土砂災害警戒区域がある地区で講習会を実施、講習会実施後に地区ごと防災マップを
作成。（８地域で作成済み）土砂災害での人的被害ゼロを目指す。

事業構成の適正
安心して暮らせる村づくりに、避難行動に支援が必要な人を支援できる仕組みとし
て、地域での要支援者台帳のシステム化と要支援者台帳を活用した地域との連携を進
めている。

事業の重点化
災害時要支援者の個別支援計画の作成への継続的な取組

評価視点 評価コメント

評価視点 評価コメント

評価視点 評価コメント

事業構成の適正
災害時の拠点施設として、地域住民の防災拠点となる施設の再確認、充実を図る。

事業の重点化
鎖川右岸には、防災拠点施設が少ないため、避難所機能を備えた防災センターの建設
を実施する。

拡大 Ａ 　

維持 Ａ 　

維持 Ａ 　

　

要援護者台帳システム導入委託料 住民福祉課 休・廃止 皆減 Ａ 　

要援護者台帳システム使用料 住民福祉課 維持 維持 Ａ 　

拡大 Ａ 　

維持



４-４　施策の評価・検証　（産業振興課）

事業構成の適正
治山事業については、山崩れなどの山地災害から村民の生命・財産を守るため、関係
機関と連携し、防災機能が高い森林整備を推進している。

事業の重点化
林業施業者や森林経営管理制度による事業を支援し、計画的な森林整備を推進する。

評価視点 評価コメント



【朝日村第６次総合戦略】 6 3 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 150 単位 日 単位

116令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 550 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

製造元である日本無線へ委託する事で安定した
運用を行う。継続して雨量観測をすることで、災
害対策に資する。

財源

（千円）

予算額 550 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

　施設に無線設備が使用されているため、開局、
閉局、および、管理等には専門の資格者が必要
となり、費用低減が図れない。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

　警報発砲時、雨量観測拠点として運用。
　大雨警報等の降雨災害に対して、現状把握に
活用。

目標実績値 150 単位 日

そ の 他 特 財

一 般 財 源 495 一 般 財 源 506 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－３．村民の命と財産を守る防災・防犯対策を推進します

対 象 無線設備施行者 補助単独 単独

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 奥地の雨量を観測する事で、豪雨、台風、土砂等の自然災害を察知し、安全対策を図る。 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 開局日数　150日（6月開局、11月閉局）

予算科目 款 '06 項 '02 目

手 段 開局、閉局、管理等に対する委託料

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

委託料細節名称雨量観測システム保守点検業務委託料

担当者 係長

Ａ

Ｃ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀　開局、閉局、管理委託 495 ➀



【朝日村第６次総合戦略】 6 3 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

200令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

・随時継続 ・随時継続

財源

（千円）

予算額 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

コロナ禍において全村民が集まって行う訓練が
出来ていない。

コロナ禍において地震総合防災訓練が実施でき
ていない。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－３．村民の命と財産を守る防災・防犯対策を推進します

対 象 全村民 補助単独 0

総務課

事 業 名 称

概 要

目 的 自主防災会毎の自主性を持たせた訓練の実施 経費区分 0

0 開始年度

新/継 継続（拡大）

目 標 災害時に対して全村民が自ら行動できる体制づくり

予算科目 款 ゼロ予算 項 0 目

手 段 自主防災会を通して訓練を重ね、意識の向上を図る。

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②朝日村地震総合防災訓練（情報伝達訓練）

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

総務課細節名称地震や土砂災害を想定した防災訓練

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀土砂災害地区防災訓練（北村、中村、中通） ➀土砂災害地区防災訓練（小野沢区）

※ゼロ予算事業については、成果のみ方

向性を検討してください。（コストは不要）

【 成果（拡大・維持・縮小・休止、廃止）】
※該当する項目のみ（ ）内を残す



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

箇所 単位目標値 単位 浚渫箇所１箇所 単位

296令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

樫又沢の浚渫事業

財源

（千円）

予算額 0 予算額 5,000 予算額

地 方 債 地 方 債 5,000 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 箇所 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

【取組内容】内山沢の整備
【成果】河川の整備を行い、災害を未然に防ぐこ
とに資することができた

目標実績値 単位 浚渫箇所１箇所

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 92 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 4,900 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－３．村民の命と財産を守る防災・防犯対策を推進します

対 象 内山沢 補助単独 単独

建設環境課

事 業 名 称

概 要

目 的 河川の整備 経費区分 臨時

01 開始年度

新/継 新規

目 標 災害を未然に防ぐ

予算科目 款 08 項 03 目

手 段 業者委託

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

工事請負費細節名称河川工事請負費

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀内山沢浚渫工事 4,992



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

工事請負費細節名称旧役場庁舎除却工事請負費

担当者 係長

Ａ

② ②

活動指標 公共施設の除却数

事業費

➀ ➀旧役場庁舎除却工事 31,515

予算科目 款 09 項 01 目

手 段 工事請負委託

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－３．村民の命と財産を守る防災・防犯対策を推進します

対 象 旧役場庁舎 補助単独 単独

企画財政課

事 業 名 称

概 要

目 的 限られた村有地を有効活用するため、不要となった旧役場庁舎を解体し、防災拠点施設を建設する 経費区分 臨時

04 開始年度

新/継 新規

目 標 公共財産の有効活用

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 31,515 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

アスベストを建材に含む旧役場庁舎の解体につ
いて、適切に解体を実施。また、後利用について
地域住民の要望に応えた。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題
跡地利用について、村が計画・検討している「拠
点避難地」の建設について地域住民へ説明、今
後の管理等について調整が必要

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止 ✔

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

NG Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

300令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

工事請負費細節名称ヘリコプター離着陸場整備工事請負費

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀ヘリコプター離着陸場整備工事 28,820,000

予算科目 款 09 項 01 目

手 段 ヘリコプター離着陸場整備

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－３．村民の命と財産を守る防災・防犯対策を推進します

対 象 全村民 補助単独 単独

総務課

事 業 名 称

概 要

目 的 緊急医療や災害対策のための施設整備 経費区分 臨時

04 開始年度

新/継 新規

目 標 村民の命と財産を守る防災・防犯対策を推進

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 28,820 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

ヘリコプター離着陸場整備工事　１箇所

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

整備土地の所有権移転登記が未了

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止 ✔

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

301令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

なし

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

委託料細節名称国土強靭化計画策定業務委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀国土強靭化計画策定 2783000

予算科目 款 09 項 01 目

手 段 国土強靭化計画策定

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－３．村民の命と財産を守る防災・防犯対策を推進します

対 象 全村民 補助単独 単独

総務課

事 業 名 称

概 要

目 的 事前防災・減災と迅速な復旧復興に資する施策を計画的に実施するため 経費区分 臨時

04 開始年度

新/継 新規

目 標 村民の命と財産を守る防災・防犯対策を推進

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 2,783 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止 ✔

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

299令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

なし

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

印刷製本費細節名称印刷製本費

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀ハザードマップ印刷製本 409

予算科目 款 09 項 01 目

手 段 ハザードマップを作成、全戸配布。

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－３．村民の命と財産を守る防災・防犯対策を推進します

対 象 全村民 補助単独 単独

総務課

事 業 名 称

概 要

目 的 ハザードマップを作成し、災害時の村民の安全確保に繋げる。 経費区分 経常

04 開始年度

新/継 新規

目 標 村民に浸水想定区域等について把握してもらう。

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 409 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

浸水想定区域、土砂災害警戒区域、避難所など
の情報をまとめたハザードマップを作成し、村民
へ周知した。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

針尾橋より上の浸水想定区域についても今後、
作成が必要。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止 ✔

コスト

Ｂ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

298令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

297令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

なし

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止 ✔

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

なし

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

防火水槽除却　２箇所

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 1,113 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－３．村民の命と財産を守る防災・防犯対策を推進します

対 象 防火水槽（徳永保氏宅敷地内・小林工務店敷地内）２箇所 補助単独 単独

総務課

事 業 名 称

概 要

目 的 遊休化している施設の除却 経費区分 臨時

03 開始年度

新/継 新規

目 標 計画的な公共施設の維持・管理・運営

予算科目 款 09 項 01 目

手 段 除却工事

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

工事請負費細節名称防火水槽除却工事請負費

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀防火水槽除却工事　２箇所 1,113,200



【朝日村第６次総合戦略】 6 3 2

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

報酬細節名称消防団員報酬

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀団員報酬 3,565 ➀団員報酬 3,829

予算科目 款 '09 項 '01 目

手 段 村が団員へ個別に支給

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－３．村民の命と財産を守る防災・防犯対策を推進します

対 象 朝日村消防団　団員 補助単独 単独

総務課

事 業 名 称

概 要

目 的 団員が年間通じて仕事以外の消防活動を安心して専念するため 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 地域を守る団員が安心して活動するため

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 3,565 一 般 財 源 3,829 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

個別に支給を実施する事が出来た。163名分。 個別支給　138名分

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

国が示している金額と乖離がある。近隣の市村
との足並みをそろえて実施してく。

国が示している金額と乖離があった課題につい
て、R4年度支給より国が示した金額と同額にな
るように基準を見直した。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大 ✔

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ｂ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 8,934 予算額 8,934 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

117令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 8,934 一 般 財 源 8,934 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

支給方法を見直し、すべての団員へ個別に支給
を令和２年度より実施。金額の見直しは令和４
年度より実施。
※出動手当等交付金を令和４年度より消防団員
報酬に計上。

支給方法を見直し、すべての団員へ個別に支給
を令和２年度より実施。金額の見直しは令和４
年度より実施。
※出動手当等交付金を令和４年度より消防団員
報酬に計上。

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】 6 3 2

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

報償費細節名称消防団勤続報償金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀勤続報償金 525 ➀勤続報償金 395

予算科目 款 '09 項 '01 目

手 段 村が団員へ個別に支給

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－３．村民の命と財産を守る防災・防犯対策を推進します

対 象 朝日村消防団　団員 補助単独 単独

総務課

事 業 名 称

概 要

目 的 団員が年間通じて仕事以外の消防活動を安心して長く専念するため 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 地域を守る団員が安心して長く消防活動するため

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 525 一 般 財 源 395 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

消防団処遇改善により、朝日村消防団独自の報
奨金であります。年数を長く経験すればより多く
の報奨金を頂ける制度となり退団者現象の一つ
の手段として有効。

消防団処遇改善により、朝日村消防団独自の報
奨金であります。年数を長く経験すればより多く
の報奨金を頂ける制度となり退団者現象の一つ
の手段として有効。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 430 予算額 430 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

118令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 430 一 般 財 源 430 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

消防団勤続報償金 消防団勤続報償金

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】 6 3 2

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

119令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 510 一 般 財 源 510 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

団員定数170名分の掛金 団員定数170名分の掛金

財源

（千円）

予算額 510 予算額 510 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

なし なし

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

国等の基準に則り、基準額を掛け金として支
出。

国等の基準に則り、基準額を掛け金として支
出。

目標実績値 団員定数170名 単位 団員定数170名

そ の 他 特 財

一 般 財 源 477 一 般 財 源 510 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－３．村民の命と財産を守る防災・防犯対策を推進します

対 象 朝日村消防団　団員 補助単独 単独

総務課

事 業 名 称

概 要

目 的 団員が仕事以外の消防活動で怪我や事故を起こしても安心して専念するため 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 地域を守る団員が安心して活動するため

予算科目 款 '09 項 '01 目

手 段 村が福祉共済へ掛金を支出

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

負担金細節名称福祉共済制度掛金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀団員定数170名 477 ➀団員定数170名 510



【朝日村第６次総合戦略】 6 3 2

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

120令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 3,264 一 般 財 源 3,264 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

定数170名分の掛金 定数170名分の掛金

財源

（千円）

予算額 3,264 予算額 3,264 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

なし なし

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

国等の基準に則り、基準額を掛け金として支
出。

国等の基準に則り、基準額を掛け金として支出。

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 3,264 一 般 財 源 3,264 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－３．村民の命と財産を守る防災・防犯対策を推進します

対 象 朝日村消防団　団員 補助単独 単独

総務課

事 業 名 称

概 要

目 的 団員が安心して仕事以外の消防活動に専念するため 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 地域を守る団員が安心して活動するため

予算科目 款 '09 項 '01 目

手 段 退団者へ個別に給付

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

負担金細節名称退職報償掛金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀団員定数170名 3,264 ➀団員定数170名 3294
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【事業の実績】 Ｄｏ
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④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

交付金細節名称出動手当等交付金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

②予防啓発活動 918 ②

活動指標

事業費

➀消火活動 640 ➀消火・警戒活動 600

予算科目 款 '09 項 '01 目

手 段 1年間における出動手当として交付

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②予防啓発活動 638

2 年度 所 管 課

③警戒活動 124 ③訓練活動 562 ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－３．村民の命と財産を守る防災・防犯対策を推進します

対 象 朝日村消防団　団員 補助単独 単独

総務課

事 業 名 称

概 要

目 的 非常勤特別職として定められた活動として手当て 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 村民の命と財産を守る防災・防災対策の推進

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④訓練活動 308 ④

目標実績値 消防活動全般 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 1,730 一 般 財 源 2,080 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

火災活動　4件
予防啓発活動　　年４回
秋季訓練

火災・警戒活動　４件
予防啓発活動　年４回
秋季訓練

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

現在、国から示されている手当とは乖離がある。
近隣市村とのバランスも見て歩調を合わせてい
かなければならない。

国から示されている手当とは乖離があったが、令
和４年度より見直す予定。コロナ禍で予定通りに
訓練等の行事が実施できない。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大 ✔

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ｂ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 2,190 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

121令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 2,190 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

〇予防活動、訓練活動
〇火災消火活動

⇒R4年度より消防団員報酬に計上

〇予防活動、訓練活動
〇火災消火活動

⇒R4年度より消防団員報酬に計上

単位目標値 単位 単位
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：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

122令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 1,278 一 般 財 源 1,278 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

分団運営交付金

※令和４年度より第３分団が休止のため、第１・
２・４分団、本部班、ラッパ班が対象

分団運営交付金

※令和４年度より第３分団が休止のため、第１・
２・４分団、本部班、ラッパ班が対象

財源

（千円）

予算額 1,278 予算額 1,278 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

なし なし

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

団員が一年間安心して運営出来るよう交付を行
い、団員も積極的に活動に参加した。

団員が一年間安心して運営出来るよう交付を行
い、団員も積極的に活動に参加した。

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 1,305 一 般 財 源 1,305 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－３．村民の命と財産を守る防災・防犯対策を推進します

対 象 朝日村消防団　第１～第５分団、大会出場分団 補助単独 単独

総務課

事 業 名 称

概 要

目 的 消防団活動を継続的に運営するため 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 村民の命と財産を守る防災・防災対策の推進

予算科目 款 '09 項 '01 目

手 段 消防団活動を継続的に運営するための分団経費として交付

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

交付金細節名称分団運営交付金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀分団運営交付金 1,305 ➀分団運営交付金 1305
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使用料及び賃借料細節名称要援護者台帳システム使用料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀要援護者台帳システム使用料 38, 500

予算科目 款 03 項 01 目

手 段 要援護者台帳システムを活用し避難行動要支援者名簿と災害時住民支え合いマップを配布する

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－３．村民の命と財産を守る防災・防犯対策を推進します

対 象 避難行動要支援者 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 システムを活用し、災害時に要援護者が近隣の手助けを受け、円滑な避難できるため 経費区分 臨時

01 開始年度

新/継 新規

目 標 要援護者台帳システム導入により円滑な避難ができる

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 39 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

要援護者台帳システムを導入し、35地区に避難
行動要支援者台帳と災害時住民支え合いマップ
を配布し、18地区で個別支援計画が作成され
た。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

３５地区で個別支援計画が作成されるための間
断ない働きかけ。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 39 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

266令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 39 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

要援護者台帳システムを導入し、35地区に避難
行動要支援者台帳と災害時住民支え合いマップ
を配布し、18地区で個別支援計画を作成。

単位目標値 単位 単位
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単位目標値 単位 単位

264令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 0 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

システム導入については達成。

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止 ✔

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

システム導入については達成。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

要援護者台帳システムを導入し、35地区に避難
行動要支援者台帳と災害時住民支え合いマップ
を配布し、具体的に防災の意識づけができた。

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 1,109 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－３．村民の命と財産を守る防災・防犯対策を推進します

対 象 避難行動要支援者 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 災害時に要援護者が近隣の手助けを受け、円滑な避難できるシステムを導入するため 経費区分 臨時

01 開始年度

新/継 新規

目 標 要援護者台帳システム導入により円滑な避難ができる

予算科目 款 03 項 01 目

手 段 要援護者台帳システムの導入

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

委託料細節名称要援護者台帳システム導入委託料

担当者 係長

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀要援護者台帳システム導入委託料 1, 108, 800
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：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

補助金細節名称防犯朝日支部補助金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ｃ

Ａ

②防犯活動 ②

活動指標

事業費

➀防犯活動 55 ➀補助金 100

予算科目 款 '02 項 '01 目

手 段 1年間の活動経費の補助金として交付

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－３．村民の命と財産を守る防災・防犯対策を推進します

対 象 防犯協会朝日支部 補助単独 単独

総務課

事 業 名 称

概 要

目 的 防犯活動により、住民の防犯意識を高める 経費区分 経常

'10 開始年度

新/継 継続

目 標 地域安全活動により、安心安全に暮らせる地域づくり

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 防犯活動 単位 防犯啓発

そ の 他 特 財

一 般 財 源 100 一 般 財 源 100 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

防犯信州、防犯用品による啓発 防犯啓発用品配布

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

なし コロナにより防犯活動ができず、繰越金が増加し
た。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ｂ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 100 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

125令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 100 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

防犯活動、啓発活動 ・防犯活動、啓発活動
・繰越金増加のため、令和4年度から4年間は村
補助金を休止する。

単位目標値 防犯活動 単位 防犯活動 単位


